
農林水産省政策評価基本計画

平 成 2 4 年 ４ 月 1 9 日
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参考－２



（別紙２）

農林水産省政策評価第三者委員会等について

第１ 委員構成

１ 行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律第86号）に基づいて、学識

経験を有する者の知見の活用を図るため、評価する政策の企画又は立案に関与した者

以外の第三者である農林水産業関係者、政策評価関係者、消費者、産業界関係者、マ

スコミ関係者、公認会計士及び弁護士等から選任する10名以内の委員により構成する。

２ 委員からの要請により参考人を招致することができる。

第２ 委員の任期及び選任の基本原則

１ 委員は、非常勤とする。

２ 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、再任は原則として、

１回までとする。また、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。

３ 委員の改選に当たっては、議論の活性化と継続性維持の観点から、新たな委員を少

なくとも50％程度選任する。

４ 経済・社会全般や食料・農業・農村、林野、水産等の各政策分野において、積極的

に論じられる者を選任する。

５ 委員に占める女性の比率を30％以上とする。

６ 委嘱時において、70歳以上の者は選任しない。

７ 特定の利害関係がある者及び団体による推薦を受けない。

８ 国又は都道府県その他の関係行政団体に属する者は選任しない。

９ 評価する政策を調査審議した食料・農業・農村政策審議会、林政審議会及び水産政

策審議会の委員は選任しない。

10 委嘱時において、３を超える審議会等（国家行政組織法第８条並びに内閣府設置法

第37条及び第54条の審議会等をいう。）の委員に就任している者は選任しない。

11 委員が任期中に８から10までのいずれかの規定により委員に選任できない者に該当

するに至ったときは、その委員を解任する。

第３ 運営

１ 農林水産省政策評価第三者委員会の事務は、大臣官房評価改善課が行う。

２ 会議は、公開とする。ただし、当該会議が政策等の決定・公表の前に行われる場合

にあっては、この限りでない。

３ 会議の資料は、会議終了後、ホームページ等により公表する。ただし、当該会議が

政策等の決定・公表の前に行われる場合にあっては、当該政策等の決定・公表の後と

- 2 -

0940666
線

0940666
線



する。

４ 会議の議事録については、委員による内容の確認・了承を得た上で、当該会議終了

後、ホームページ等により公表する。ただし、当該会議が政策等の決定・公表の前に

行われる場合にあっては、当該政策等が決定・公表された後とする。

５ ２から４までの規定にかかわらず、個人の権利又は利益を害し、又は害するおそれ

のある場合、企業秘密に触れ、又は触れるおそれがある場合等は、委員の了承を得た

上で会議を非公開とし、及び会議資料を非公表とすることができる。

第４ 技術検討会

１ 各局庁及び地方支分部局の長は、政策評価に当たり技術的・専門的な知見が必要な

場合、第三者から成る技術検討会を事務的に開催することができる。

２ 委員の選任に当たっては、技術的・専門的な知見を有する者が多くないことが想定

されることから、上記第２の規定を基本としつつ、学識経験者、公認会計士等から６

名以内の委員を選任するよう努める。

３ 技術検討会の運営に当たっては、第３の２から５までの規定を準用する。

４ 各局庁及び地方支分部局の長は、事業の類似性その他の必要に応じ、共同して技術

検討会の開催及び運営を行うことができる。

５ 農林水産省政策評価第三者委員会の委員は、技術検討会に参加することができる。

６ 技術検討会の委員及び運営の詳細については、各局庁及び地方支分部局の長が別に

定めるものとする。
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